
１ 一般状況

７０歳以上７５歳未満

（単位：世帯、人）

Ａ

Ｂ

（Ａ－Ｂ） Ｃ

２ 退職者医療にかかる一般状況（再掲） （単位：世帯、人）

精神・結核医療適用の場合 一部負担なし

３割

義務教育就学前 ２割

１割又は３割

国 民 健 康 保 険 事 業 （医 療 保 険 課）

一部負担割合

世 帯 数 9,776 1,248 3,188 7,836 7,855

前年度末現在 本年度中増 本年度中減 本年度末現在 年間平均

5,625

4,503 367

13,710

9243,966 904

9,273 13,64017,288

前年度末現在 本年度中増 本年度中減 本年度末現在 年間平均

1,953 445 445
世 帯 数

単 独 世 帯 2,170 228

混 合 世 帯 548 171

367

退職被保険者等数 被 扶 養 者 1,445 127

退職被保険者 3,058 240

276

151

2,670 628

568

852

288

165

636

1,296

介 護 保 険 第 ２ 号 被 保 険 者 数 1,292

計 9044,503 3,966

818324 798

被

保

険

者

数

総 数

退 職 被 保 険 者 等

老人保健医療
給 付 対 象 者

Ｄ 3,740 0 3,740 0 0
一般被保険者

上 記 以 外 の
もの(Ｃ－Ｄ)

Ｅ 9,045 5,258 1,567 12,736 12,786

4,552 4,698介 護 保 険 第 ２ 号 被 保 険 者 数 4,761 788 997

924
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１ 国民健康保険料の状況

※ 収入額には、還付未済額を含む。

退職者分（再掲）

京都府国民健康保険団体連合会の運営経費及び近畿都市国民健康保険者協議会において国保事業運営の諸

問題を研究協議するための負担金を支出した。

国民健康保険料の賦課徴収事務のため、賦課・収納に係る賦課台帳、納付通知書等の印刷製本費や事務消

耗品、納付通知書・督促状等の郵送に係る経費を支出した。

国民健康保険の資格得喪、レセプト点検、電算システムの変更等の事務に必要な経費を支出した。

5,515,040

18,011,108

23,526,148

滞納繰越分 25,637,015 4,119,240

現 年 分 130,203,800 124,688,760

155,840,815

未 収 額

１総務費 １総務管理費 １一般管理費

１総務費 １総務管理費 ２連合会負担金

① 諸負担金（医療保険課）

現 年 分

73,031,100滞納繰越分

（還付未済額）

１総務費 ２徴収費 １賦課徴収費

① 賦課徴収事務費（医療保険課）

199,385,890

(100,900)

(18,700)28,478,000

1,181,122,300

計

調 定 額

1,580,016,590

300,894,990

1,279,121,600

収 入 額

① 国民健康保険事務管理費（医療保険課）

(単位：円）

不納欠損額 未 収 額

73,031,100(119,600) 297,385,190

0 97,999,300

調 定 額 収 入 額 （還付未済額）

1,209,600,300

不納欠損額

( 0)

(18,700)

(18,700)

0

3,506,667

3,506,667計 128,808,000

※ 収入額には、還付未済額を含む。
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２ 保険料賦課状況

(1) 保険料率の推移 （単位：％、円）

(2) 世帯の状況 （単位：世帯、人）

３ 滞納処理状況

(1) 滞納件数 （単位：世帯）

介 護 分

介 護 分

後期高齢者支援金分

介 護 分

医 療 分

医 療 分

介 護 分

介 護 分

介 護 分

介 護 分

医 療 分 25,340

5,130

1,277

8,990

32,690

軽 減 分

区 分

医 療 分

医 療 分

11

12

年度

介 護 分

13

8.8

医 療 分
15

医 療 分

医 療 分

32,690

7,460

8.1

1.1

２ 割 軽 減

被保険者数

５ 割 軽 減

2.0 8,990

24,840

8,990

医 療 分

2.0 8,990

14

1.5

8.8 32,690

32,690

6,4701.0

32,690

8,100

32,690

7.9

22,550

22,56029,100

28,570

被 保 険 者
均 等 割

7.4

所得割

滞 納 分

1,218 1,255 1,184

1,357 1,292

現 年 分

905 259

1,253

2,490

306

413
後期高齢者
支 援 金 分

120,000

医 療 分 8,784

世帯数

847 3453,603

限 度 額
超 過
世 帯 数

７ 割 軽 減

介 護 分

世 帯 数 被保険者数 世 帯 数

1,657

被保険者数 世 帯 数

187 516 419

6.7

2.0

2.1 8,280

90,0005,130 90,000

80,000 80,000

90,000

90,000

120,000

470,000 470,000

530,000

5,130

4,680

25,340 530,000

25,340

17

18

2.0

8.8

医 療 分

介 護 分

16

8.1

1.0

8.1

8.4

0.8

世 帯 別
平 等 割

25,340

5,130

6,160

18,470

19

20

賦 課 限 度 額

国 基 準

530,000 530,000

530,000

530,000

530,000

80,000

530,000

80,000

90,000

530,000

90,000

530,000

530,00032,690

70,000

70,0003,280

26,280

3,5206,040 70,000

70,000 70,0003,750

530,000 530,00025,970

530,00025,860

4,300

530,000

70,000 80,000

20年度 19年度 18年度

2591,1174,267

70,0005,620

500,000

8,784 3,603 2,490 905847 345 1,657

500,000 530,000
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(2) 段階別滞納料額 （単位：人、円）

1万円未満

1万円以上 5万円未満

5万円以上 10万円未満

10万円以上 30万円未満

30万円以上 50万円未満

50万円以上 100万円未満

100万円以上

(3) 不納欠損の状況 （単位：件、円）

(4) 督促状発送件数

件 件 件

(5) 国民健康保険料の減免

件 件 件

円8,215,700

4

81

8,596,100

計 世帯数

10,538,000

件

円

2

35

44

1,198,400

2,944,900
世帯

世帯
円

2,926,800 円

件

円

件164

127

48 件

2,953,300 円 3,961,400 円

世帯

世帯

円

54 件

件

円

33

743,500

62 件

43 件 43 件41 件

3,623,300

決算年度

計 1,824

97

円

36,504,400

506 13,388,100

347

20年度 11,167 13,484

18年度 740 60,251,437 0 0 740

18年度

19年度 952 94,418,020

29

19年度 10,057

0

合 計

件 数 金 額

25,014,700

67,311,100

297,504,790

0

2,724,400 円

757

事 由 時 効 完 成 執 停 満 了

90,712,000

163 63,642,090

段 階 別 滞 納 料 額 納付義務者数 金 額

180 932,400

0

件 数 金 額

502

件 数 金 額

60,251,437

20年度 757 73,031,100

0 952 94,418,020

73,031,100

20年度 19年度 18年度

件 数 278 315 251

金 額 8,079,100 9,248,800 円円

(6)滞納処分の執行停止状況

１ 号 該 当 者

（ 財 産 が な い ）

２ 号 該 当 者

（ 生 活 困 窮 者 ）

20年度 19年度

件

円

1

79,200

2 件

３ 号 該 当 者

（ 所 在 不 明 ）

計

18年度

541,800 円

1 件

122,500 円

9 件

474,700 円

18 件6 件

149,700 円 574,000 円
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国民健康保険運営協議会に係る経費を支出した。

協議会開催回数 ２回

被保険者へ国保事業の趣旨普及のためパンフレットを作成した。

0

3 0

3

0

0

(8)交付申請等

20年度

0

19年度

0

0

件
計

円

競 売 事 件
件2

(7)差押執行状況

給 与
円

件

0

そ の 他

円

件

円

0

3,647,000

件

円

件

円

0

0

円

件

件

0

0

円

0

１総務費 ３運営協議会費 １運営協議会費

① 運営協議会費（医療保険課）

１総務費 ４趣旨普及費 １趣旨普及費

0

① 趣旨普及費（医療保険課）

破 産 事 件

計

19年度

債 権
件

円

3,647,000

0

不 動 産

20年度

件 件

円0

0

件

540,800 円 0 円

0

0

0 円 0 円

0 円 0

0

件

件 件

540,800 円 0 円

2 0

円
そ の 他

件 件

件
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第三者納付金、返納金等の徴収金 円）

第三者納付金、返納金等の徴収金 円）

一般被保険者の疾病、負傷に対する診療、薬剤、食事等の費用額の７割分を保険者負担分として支出し

た。

退職被保険者等の疾病、負傷に対する診療、薬剤、食事等の費用額の７割分を保険者負担分として支出し

た。

保険者負担額/１人 394,851

（

区 分

入 院

歯 科

27,726

調 剤

2,655

105,702

22,027

食事療養

訪問看護

調 剤

費用額/１人

費用額/１人 549,740

299,801

円

295

289,617

円

計

800150

158,260

20,430

円

計

件 数

2

食事療養

訪問看護

2,874

3,740

歯 科

41,273

209,640

48,088

1,625,831,220

262,624,100

1,327,499,610

190,674,621

298,223,239408,092,570

2,708,994,860

7,980,900

3,703,045,214

71,016,814 47,486,634

5,682,940

２保険給付費 １療養諸費 １一般被保険者療養給付費

① 一般被保険者療養給付費（医療保険課）

保険者負担額

（単位：件、日、円）

入 院

入 院 外

件 数 日 数 費 用 額区 分

975,728,162

1,191,199,264

1,079,766

２保険給付費 １療養諸費 ２退職被保険者等療養給付費

129,791,915

入 院 外

日 数

4,119

27,322

円211,872保険者負担額/１人

① 退職被保険者等療養給付費（医療保険課）

13,519

180,083,070

6

37,687

6,240

224,630

63,000 44,100

費 用 額 保険者負担額

507,959,398 364,842,744

33,837,610

55,852,990

6,561,138

（単位：件、日、円）

166,301,173

24,377,771

40,185,687

4,142,098

231,561,590

（
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第三者納付金、返納金等の徴収金 円）

（ 円）

第三者納付金、返納金等の徴収金 円）

一般被保険者の疾病、負傷に対する補装具、柔道整復、はり、きゅう等の費用額の７割分を保険者負担分

として支出した。

退職被保険者等の疾病、負傷に対する補装具、柔道整復、はり、きゅう等の費用額の７割分を保険者負担

分として支出した。

国民健康保険に係る診療報酬の審査及び支払に関する事務を国民健康保険法第45条第５項の規定に基づき

京都府国民健康保険団体連合会に業務委託しているため、その審査手数料を支出した。

審査支払手数料 60 円/件 × 187,014件

14,449,989 10,598,685

1,953,873 1,370,681

柔 整 1,254

計

8,418,077

1,354

診 療 費

補 装 具

11,375,509

64,283,699

5,028

337,136

補 装 具

5,831,746

12,722,025

68,750,448 50,200,578

費 用 額

933,950

保険者負担額

210

4,312

496

保険者負担額

659,930

4,250,035

9,173,156

指定公費受入金

件 数

59

診 療 費 6,160

88,238,169

区 分

費用額/１人 6,901

（単位：件、日、円）

２保険給付費 １療養諸費 ４退職被保険者等療養費

31

円 保険者負担額/１人

① 退職被保険者等療養費（医療保険課）

円

区 分 件 数 費 用 額

（ 994

7,699

はり、きゅう

柔 整

8,464計

11,470

（ 0

15,639 円 保険者負担額/１人 円

1

1,114,447 805,615

はり、きゅう 68

費用額/１人

２保険給付費 １療養諸費 ５審査支払手数料

① 一般被保険者療養費（医療保険課）

２保険給付費 １療養諸費 ３一般被保険者療養費

（単位：件、日、円）

レセプト電算処理システム 0.68 円/件 × 173,496件

① 審査支払手数料（医療保険課）
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国民健康保険法第54条の４の規定に基づき移送費として支給した。

国民健康保険法第54条の４の規定に基づき移送費として支給した。

高 額 療 養 費

（単位：件、円）

被保険者が同一月内に同一医療機関内で支払った一部負担金が一定額を超えた場合、この超えた額を国民

健康保険法第57条の２及び同法施行令第29条の２の規定に基づき高額療養費として支給した。

16,543,653

58,475,324 48,605,412

47

575

被保険者が同一月内に同一医療機関内で支払った一部負担金が一定額を超えた場合、この超えた額を国民

健康保険法第57条の２及び同法施行令第29条の２の規定に基づき高額療養費として支給した。

件 数

１件 39,900円

１件 325,500円

① 退職被保険者等移送費（医療保険課）

562,853

合 計 現物給付分
（再掲）

2,283,329 1,214,928 7,020,956

76 173

386

3,131,288

他 法 併 用 分

64,549,180

7,310,452

23,539,153

261 508393 782

50,447,904 108,033,884

現物給付分
（再掲）

59

112

3,526

277,361,994

合 計他 法 併 用 分

1,319

件 数

高 額 療 養 費

単 独 分

（単位：件、円）

入 院 分

2,951

8,031,206 6,290,277

多 数 該 当 分

世 帯 合 算 分

そ の 他 多 数 該 当 分

単 独 分

長 期 疾 病 分

２保険給付費 ２高額療養費 １一般被保険者高額療養費

① 一般被保険者高額療養費（医療保険課）

２保険給付費 ３移送費 １一般被保険者移送費

そ の 他

151

36,878,255

250,152,205

世 帯 合 算 分

6

① 一般被保険者移送費（医療保険課）

２保険給付費 ３移送費 ２退職被保険者等移送費

入 院 分 そ の 他

169

多 数 該 当 分 長 期 疾 病 分多 数 該 当 分 そ の 他

45

２保険給付費 ２高額療養費 ２退職被保険者等高額療養費

① 退職被保険者等高額療養費（医療保険課）
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「高齢者の医療の確保に関する法律による保険者の前期高齢者交付金等の額の算定等に関する省令」の規定

に基づき算定した後期高齢者関係事務費拠出金を支出した。

「高齢者の医療の確保に関する法律による保険者の前期高齢者交付金等の額の算定等に関する省令」の規定

に基づき算定した前期高齢者納付金を支出した。

「高齢者の医療の確保に関する法律による保険者の前期高齢者交付金等の額の算定等に関する省令」の規定

に基づき算定した前期高齢者関係事務費拠出金を支出した。

被保険者が出産したとき、その世帯主に対して向日市国民健康保険条例第７条の規定に基づく出産育児一

時金を支給した。（平成21年１月１日以後の出産から380,000円に改定）

被保険者が死亡したとき、その葬祭を行う者に対して向日市国民健康保険条例第８条の規定に基づく葬祭

費を支給した。

一般被保険者 3,504,806円 、 退職被保険者等 312,489円

４前期高齢者納付金等 １前期高齢者納付金等 ２前期高齢者関係事務費拠出金

４前期高齢者納付金等 １前期高齢者納付金等 １前期高齢者納付金

57件 （ 350,000円/件 × 50 件、 380,000円/件 × ７件 ）

① 前期高齢者関係事務費拠出金（医療保険課）

３後期高齢者支援金等 １後期高齢者支援金等 ２後期高齢者関係事務費拠出金

① 後期高齢者関係事務費拠出金（医療保険課）

２保険給付費 ４出産育児諸費 １出産育児一時金

① 出産育児一時金（医療保険課）

２保険給付費 ５葬祭諸費 １葬祭費

① 葬祭費（医療保険課）

２保険給付費 ６精神・結核医療付加金 １精神・結核医療付加金

① 精神・結核医療付加金（医療保険課）

96件 （ 50,000円/件 ）

３後期高齢者支援金等 １後期高齢者支援金等 １後期高齢者支援金

① 後期高齢者支援金（医療保険課）

被保険者の属する世帯の世帯主に対して向日市国民健康保険条例第８条の２の規定に基づく精神・結核医

療付加金を支給した。

「高齢者の医療の確保に関する法律による保険者の前期高齢者交付金等の額の算定等に関する省令」の規定

に基づき算定した後期高齢者支援金を支出した。

① 前期高齢者納付金（医療保険課）
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老人保健法第53条、第54条及び老人保健法による保険者の拠出金の算定に関する省令の規定に基づいて算

定した医療費拠出金（20年３月診療分）を支出した。

① 保険財政共同安定化事業拠出金（医療保険課）

７共同事業拠出金 １共同事業拠出金 ３高額医療費共同事業事務費拠出金

７共同事業拠出金 １共同事業拠出金 ２保険財政共同安定化事業拠出金

国民健康保険における高額医療費の発生による保険者の財政運営の不安定を緩和するため、国保連合会高

額医療費共同事業規則第５条及び同細則第２条の規定に基づく医療費拠出金を支出した。

① 老人保健医療費拠出金（医療保険課）

５老人保健拠出金 １老人保健拠出金 １老人保健医療費拠出金

５老人保健拠出金 １老人保健拠出金 ２老人保健事務費拠出金

① 老人保健事務費拠出金（医療保険課）

６介護納付金 １介護納付金 １介護納付金

① 介護納付金（医療保険課）

老人保健法第53条、第57条及び老人保健法による保険者の拠出金の算定に関する省令の規定に基づいて算

定した事務費拠出金を支出した。

介護保険法第155条第１項の規定に基づき決定された介護保険第２号被保険者に係る介護給付費納付金を

支出した。

７共同事業拠出金 １共同事業拠出金 ４保険財政共同安定化事業事務費拠出金

① 保険財政共同安定化事業事務費拠出金（医療保険課）

国民健康保険における保険料の平準化、財政の安定化をはかるため、国保連合会保険財政共同安定化事

業・高額医療費共同事業規則第８条及び第９条に基づき拠出金を支出した。

① 高額医療費共同事業事務費拠出金（医療保険課）

国民健康保険における保険料の平準化、財政の安定化をはかるため、国保連合会保険財政共同安定化事

業・高額医療費共同事業規則第８条及び第９条に基づき、拠出金を支出した。

国民健康保険における保険料の平準化、財政の安定化をはかるため、国保連合会保険財政共同安定化事

業・高額医療費共同事業規則第８条及び第９条に基づき拠出金を支出した。

７共同事業拠出金 １共同事業拠出金 １高額医療費拠出金

① 高額医療費拠出金（医療保険課）
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退職者医療制度に係る厚生年金、共済組合等の年金受給者一覧表の作成に要する経費を支出した。

１ 人間ドック健診補助（健康診断費用の８割補助）（医療保険課）

人

36,320

人

人

人

人

34,4403

人112 983,497,760 円

男 性 女 性

10 2 人31,920 円 31,920 円

人

30,240 円

33,600 円人

人

済生会京都府病院

京都第一赤十字病
院

28

京 都 桂 病 院

（受診者数） （補助単価）

69

大和健診センター 円
32,760

30,2405
30,240 円

円

円

円

24,360

30,240

32,760

人

2

円

円

13

41

1

33 人

人

人 円

3,279,240 円

７共同事業拠出金 １共同事業拠出金 ５その他共同事業拠出金

① その他共同事業拠出金（医療保険課）

８保健事業費 １特定健康診査等事業費 １特定健康診査等事業費

① 特定健康診査等事業費（医療保険課・健康推進課）

「向日市国民健康保険特定健康診査等実施計画」に基づき、40歳から74歳の方を対象に特定健康診査及び特
定保健指導を実施した。

８保健事業費 ２保健事業費 １保健衛生普及費

3

計

① 保健衛生普及費（医療保険課・健康推進課）

１ 特定健康診査

特定健康診査は、乙訓実施医療機関で行う「医療機関方式」と委託医療機関で行う「人間ドック方
式」の２方法で実施した。医療機関方式は９月１日から11月30日までを実施期間とし、対象者には事前
に受診券等を送付した。また、要介護認定を受けていない65歳以上の受診者には介護保険による生活機
能評価も同時に行った。

医療機関方式の結果

保健指導区分 メタボリックシンドローム判定の有無

積極的支援 動機付け支援
受診者

3,879 人

対象外 判定不能 メタボ基準 メタボ予備軍 非該当

114 人 393 人 3,371 人 1 人 685 人

２ 特定保健指導

特定健康診査受診者の中から、保健指導が必要と判定された人を対象に、保健師及び管理栄養士によ
る特定保健指導を実施した。保健センターでの初回支援教室を９回、継続教室を４回実施した。また、
訪問等による個別相談方式も行った。
当該年度中に初回支援を修了した人は次のとおりである。

人 452 人 2,742

集団方式 個別相談方式 合 計

積極的支援 5 人 21 人

動機付け支援

16 人

80 人 23 人 103 人
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２ 脳ドック健診補助（健康診断費用の８割補助）（医療保険課）

人

３ 医療費通知（医療保険課）

年６回（５月・７月・９月・11月・１月・３月）

延べ 36,098 世帯 レセプト枚数 180,807 枚

４

社会保険加入等に伴う一般被保険者過年度保険料過誤納付に係る還付金を支出した。

社会保険加入等に伴う退職被保険者等過年度保険料過誤納付に係る還付金を支出した。

国民健康保険事業の健全なる運営を図るため向日市国民健康保険財政調整基金条例を設けており、基金の

積立金及び基金積立金から生じた利子を同条例第５条に基づいて同基金へ繰り入れるため支出した。

円

円

人

人

24,000

25,200

30,240

女 性

円

（受診者数） （補助単価）

円

円人

12

4

円

38

25 37,800 円
26京 都 桂 病 院

男 性

人

人

計

29,400

人

人

74 人

3

15

人

93

11

2,308,200人

24,000

１１諸支出金 １償還金及び還付加算金 ２退職被保険者等保険料還付金

2,868,240

大和健診センター

１１諸支出金 １償還金及び還付加算金 １一般被保険者保険料還付金

① 一般被保険者過年度保険料還付金（医療保険課）

37,800 円

円29,400済生会京都府病院

円30,240

28 円

人5

蘇生会総合病院

25,200

① 退職被保険者等過年度保険料還付金（医療保険課）

国民健康保険に加入する55歳以上の男性を対象に前立腺がん検診を実施した。

受診者数 1,072人

９基金積立金 １基金積立金 １財政調整基金積立金

① 財政調整基金積立金（医療保険課）

前立腺がん検診（医療保険課・健康推進課）

円
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